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山地河川における豪雨時の 
土砂流出特性を考慮した河床変動計算 

丹羽 諭・内田太郎・蒲原潤一 
 

1．はじめに 1 

 河床変動計算は、過去の土砂災害に関する考察

や、将来の災害の被害推定などに頻繁に用いられ

るようになった 1)。しかし、山地河川における大

規模土砂流出時に関しては、現象の発生頻度が小

さいこと、観測が難しいことから、斜面から河道

への土砂供給や、河床変動の時間的変化など、実

態そのものの把握が困難といえる。そのため、計

算結果の十分な検証が行われてきたとは言い難い。 
 本報告は、山地河川における豪雨時を対象とし

た河床変動計算手法の高度化を目的とする。そこ

で、豪雨時の土砂動態の特徴及び解析手法につい

てレビューし、土砂動態に関する詳細なデータが

取得されている富士川水系春木川を対象とした解

析結果から、計算手法の条件設定について検討し、

計算結果への影響を明らかにしたので報告する。 

2．山地河川の大規模土砂流出の特徴と既往

研究 

 大規模土砂流出時の山地河川は、中小洪水時や

下流河道とは異なる水及び土砂移動に関する下記

に示す特徴を有すると考えられる2)。 
（1）土石流～掃流砂までの様々な土砂移動形態 
 山地河川では、土石流として流下する急勾配な

領域から、掃流砂・浮遊砂の形態で流下する緩勾

配な領域が連続・混在している（図 -1）。従って、

評価手法においても、複数の土砂移動現象を対象

とし、それらの現象を連続的に評価する必要があ

る。 
 土石流、掃流状集合流動、掃流砂の3種類の土

砂移動形態に対して、勾配の違いによる土砂移動

形態の違いを考慮し、土砂濃度、流速、水深を算

出する手法 1),3)が提案されており、これらの解析

手法を用いた事例は多い。  
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図-1 勾配に応じた土砂移動形態イメージ  

 
（2）大規模な土砂移動による流砂の非平衡性※ 
 急勾配な山地河川の領域では、緩勾配な領域と

比較して、断面形の変化や時間的な水理量の変化

が大きい。また、大規模降雨時には比較的大きい

粒径まで掃流砂よりも非平衡性が強いと考えられ

る浮遊砂として流下しうる。このような山地河川

の条件や大規模降雨時の条件により、流砂量は上

流側の水理条件や流砂量に影響を受ける非平衡状

態となっている可能性が考えられる。 
 緩勾配領域では、非平衡の度合いが小さいとし

て、平衡流砂量を仮定した解析が多く用いられて

いるが、山地河川を対象とした非平衡計算モデル

1),3)を用いた解析事例は数多く報告されている。 
（3）崩壊地から生産される細粒土砂の伝搬 
 大規模な降雨となると、山腹崩壊が数多く発生

し、通常時に河床に堆積している土砂に比べて細

かい土砂が河道に大量に供給される。 
 急勾配な山地流域の細粒土砂の挙動については

不明な点が多いが、急勾配領域を対象に細粒土砂

を取り扱う事例 4)はいくつか報告されている。そ

の結果、細粒土砂が間隙流体と一緒に挙動すると

いう条件設定が、大規模な土砂移動現象を表現す

ることに重要であることが示されている。しかし

ながら、土石流や掃流状集合流動の領域において、

間隙流体に取り込まれる細粒土砂量については、

定量的な議論に至っておらず課題が残されている。 
（4）間欠的にもたらされる河道への土砂供給 
 河道への土砂供給プロセスとしては、斜面等か

らの崩壊や土石流による土砂供給が主たるもので

あると考えられ、一般的に総雨量又は降雨強度が

大きい時間帯に集中する。また、河床に大量の不

安定土砂が堆積している急勾配な渓流であっても、
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斜面直下の河道における土石流は短期降雨強度が

ある閾値を超えたときに発生 5)し、斜面直下の河

道内で停止・再移動する。この事実から、下流の

河道には、出水中は常に土砂供給されるのではな

く、間欠的に土砂が供給されると推定される。 
 しかし、既存の計算事例では、計算区間の上流

端において洪水期間中は常に平衡給砂するなど、

単純な仮定が用いられる事例が多い。一方、枦木

ら 6)は平成7年の姫川の大規模土砂流出に対して、

住民からの聞き取り調査を実施し、土砂供給タイ

ミングを考慮した河床変動計算を実施し、洪水後

の河床変動高を良好に再現できたことを報告した。 
（5）河床侵食に対する土砂移動限界 
 中小洪水では河床が変形しなかったにもかかわ

らず、大規模出水時に河床の堆積土砂が急激に流

出することがある。このような現象は、流水が河

床に与える外力がある限界値を上回り侵食が開始

するものと推定される。掃流砂の領域については

移動限界が検討された事例は多いが、土石流や掃

流状集合流動の領域を対象とした検討は少ない。 
 掃流砂に対しては掃流力と限界掃流力の比較に

より、河床侵食の有無を評価する河床変動計算事

例が多い。一方、高橋 7)は、河床内部のせん断力

とせん断強度を用いて、土石流領域の侵食の有無

を評価する手法を提案しているが、河床変動計算

において考慮されていない場合が多い。 
（6）土砂堆積による大断面領域の流れ幅 
 大規模な土砂生産が発生すると、河道に大量に

土砂が堆積し、平水時や中小洪水時の流水の流下

幅を大きく上回る堆積域が生じることがある。ま

た、山地河道においては、大規模な洪水であって

も流水の流下幅は限定的であり、流れが左右に変

動することにより、広大な堆積域が生じる場合が

あることが確認されている。 
 既存の計算においては、流れ幅を空中写真から

読み取った川幅や災害実績の土砂移動幅の一定値

で扱う事例が多いが、流れ幅を逐次レジーム則に

従って変化させる計算8)も行われてきた。 
（7）合流点における複雑な土砂動態 
 大規模土砂生産時の急勾配渓流と本川河道の合

流点近傍では、河道閉塞等の複雑な土砂移動現象

が発生することが報告されている 9)。また、合流

点の本川水位が支川末端水位より高い場合には、

本川に流入しようとした土砂が支川末端から堆積

遡上することもある。そのため、合流点付近の土

砂洪水氾濫被害の詳細を推定するにあっては、合

流点周辺の複雑な土砂動態を考慮した解析を行う

ことが重要であると考えられ、2次元平面での解

析、本川河道と支川を接続するネットワークモデ

ルによる1次元解析など様々な方法が用いられて

きている。 

3．計算条件 

3.1 計算対象 
 計算対象は、2011年の台風6号、台風12号、台

風15号、2012年の台風4号による大規模な土砂流

出が生じた富士川水系早川の春木川流域とした

（図-2）。春木川は、集水面積が20.9km2、河床勾

配は、早川合流点で約2ﾟ、大春木沢末端で約10ﾟ、
本川における大春木沢との合流点で約4ﾟである。

大春木沢の源頭部には七面山崩れが存在する。 
 この期間の大春木沢から春木川本川への流出土

砂量は約110万m3、春木川流域から早川への流出

土砂量は約65万m3であった。流域内の砂防堰堤

には水位計やCCTVが設置され、大春木沢と本川

の合流点近傍には、時系列の河床変動高を測定す

るための砂面計が設置されている。 
 

 
図-2 春木川における出水前後の航空レーザー測量

データの差分解析  
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砂流出の特徴（ (3)、 (7)は除く）を考慮した解析

手法を用いた。まず、特徴 (1)、 (2)を考慮し、土

石流、掃流状集合流動、掃流砂を対象として、土

砂移動形態に応じた平衡濃度と河床せん断力につ

いて連続的に評価する手法10)を適用した。 
 特徴 (4)については、土砂投入時間を変化させ

ることとした。特徴 (5)の侵食条件については、

河床表層と河床から1粒径分の深度において、せ

ん断力τ、せん断強度τLを算出7)し、両深度のτ

がτ Lを上回った場合に侵食が生じるものとした。

特徴 (6)の流れ幅の評価については、レジーム則

を適用し、最大値を河床変動幅とした。また、流

動層から堆積させる土砂量は、最大流れ幅（河床

変動幅）に均等に堆積させるものとした。 
3.3 計算ケース 
 ここでは、十分なデータが取得されることが少

なく、既往研究で解析結果へ及ぼす影響の検討事

例が少ない土砂供給条件（特徴 (4)）、侵食条件

（特徴 (5)）、流れ幅の取り扱い（特徴 (6)）を変更

したケースを実施した（表 -1）。全ケースで供給

土砂量の総量は航空レーザー測量データから求め

た実績値とした。その上で、CCTV画像等から土

砂生産の発生が考えられた時間帯に限定して土砂

供給したケース（間欠的な供給）、洪水中全時間

帯で土砂を供給したケース（全時間供給）を対象

とした。なお、「全時間供給」のケースでは、計

算区間上流端から供給した土砂濃度は既往の土石

流理論に基づく平衡濃度にほぼ等しくなった。 
 

表-1 計算条件  

 

4．計算結果 

 図 -3 に 2011 年台風 15 号後の河床変動高と

2012 年台風 4 号後の早川への流出土砂量、図-4
に砂面計 No.10 設置箇所の河床変動高を示す。 
基本ケースとしたケース A は、図-3 より河床変

動高は実績と解析で良い一致を示した。一方、流

出土砂量は解析でやや過小評価（実績値の 82%）

となったが、特徴 (3)を考慮することにより、再

現性が向上する可能性も考えられる。また、図-4 

 
図-3 河床高及び流出土砂量の計算結果  

 

 
図-4 出水中における河床高の観測値と計算値の比較  
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A 間欠的な供給 高橋(1977) レジーム則

B 全時間供給 高橋(1977) レジーム則

C 間欠的な供給 なし レジーム則

D 間欠的な供給 高橋(1977) 土砂変動幅で一定
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より砂面計により観測された河床変動の特徴であ

る出水前半の河床変動の小さな時間帯、急激な堆

積、出水後半の河床変動が小さい時間帯が解析結

果にも現れ、傾向は観測結果と解析結果で一致し

た。 
 土砂供給のタイミングを考慮しなかったケース

Bでは、図 -3より春木川第二堰堤堆砂域の河床変

動高が過小評価され、流出土砂量はケースAと同

程度であった。図-4より河床変動の時間変化は、

台風6号による降雨前半に変化した後、台風6号
降雨後半から台風12号では変化が小さく、実績

との乖離が大きくなった。  
 河床の侵食条件を考慮したケースCでは、図 -3
より流出土砂量は実績値と定量的に一致したが、

河床変動量は春木川第二堰堤で過小評価、春木川

第一堰堤で過大評価、下流域で過大侵食となった。

また、図-4より土砂が供給されない時間帯には過

大な侵食が発生し、河床高の時間変化が表現され

なかった。 
 流れ幅を河床変動幅の一定値で扱ったケースD
は、図-3より春木川第二堰堤で過大堆積となり、

その影響で、流出土砂量が実績の半分程度となっ

た。図 -4より河床変動の時間変化はケースAと同

じく、観測値の特徴が表現された。 

5．まとめ 

 本報文では、春木川の大規模土砂流出に関して

行った再現計算の結果から、河床変動計算に山地

河川における豪雨時の土砂動態の特徴を考慮する

ことで、精度の高い評価が可能なことが示された。

また、土砂供給のタイミング、河床の侵食条件、

流れ幅については、各々の計算結果に影響が大き

いことが示された。これらの結果は、流砂水文観

測や砂面計による土砂動態の観測結果をもとに、

河床変動計算の条件やパラメータを設定すること

で、個別の流域に対して精度の高い解析が可能に

なることを示している。今後も、特徴 (3)の崩壊

地から生産される細粒土砂の伝搬を考慮するなど、

山地流域における豪雨時の土砂動態の解析に適し

た手法について検討を進めていきたい。 
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